
令和５年度 取組の手引き

本制度は予算の範囲内で交付金を交付する仕組みです。
申請額の全国合計が予算額を上回った場合、交付額が減額されることがあります。

日本型直接支払制度のうち

環境保全型農業直接支払交付金



農業の持続的発展と農業の有する多面的機能の健全な発揮を図るためには、意欲
ある農業者が農業を継続できる環境を整え、国内農業の再生を図るとともに、農業が
本来有する自然循環機能を維持･増進することが必要です。
環境問題に対する国民の関心が高まる中で、我が国における農業生産全体の

在り方を環境保全を重視したものに転換していくとともに、農業分野においても
地球温暖化防止や生物多様性保全等に積極的に貢献していくため、環境保全に
効果の高い営農活動に対して支援を行う 「環境保全型農業直接支払交付金」
（以下「環境直払」といいます。） を平成23年度から実施しています。
平成27年度からは「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に

基づく制度として環境にやさしい農業に取り組む農業者を支援しています。
また、農林水産省は、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベー

ションで実現することを目指し「みどりの食料システム戦略(令和3年5月)」を策定し
ました。
本戦略では、SDGs(Sustainable Development Goals:持続可能な開発目標)や環境

に対する関心が国内外で高まり、重要な行動規範としてあらゆる産業に浸透しつつあ
る中で、化学合成農薬・化学肥料や化石燃料の使用抑制等を通じた環境負荷低減を図
り、将来にわたり、食料の安定供給と農林水産業の持続的な発展を目指すこととして
います。

～ 事業に取り組む際の注意事項 ～

本事業の申請受付事務や交付金の負担を行うことが難しい市町村もあることから、
あらかじめ農地の所在する市町村に、本事業の申請が可能かどうかをお尋ねください。
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【SDGsへの貢献】
〇直接的な貢献

〇副次的な貢献
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３．提出する書類の一覧
４．保管する証拠書類等
５．交付額の算出方法
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